予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察管理費　目：警察本部費　　　
	事業名　 交番ネットワーク整備費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　警察本部　総務室　情報管理課　電話番号：058-271-2424（内2411 ）

　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c18873@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　43,709千円（前年度予算額：7,623千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	7,623
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,623

	要求額
	43,709
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	43,709

	決定額
	12,535
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,535


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      岐阜県警察では、警察本部と警察署を情報通信ネットワークで結び、１人１台パソコンを用いて各種警察業務を効果的に遂行しており、平成26年度には交番（84か所）へのネットワーク整備を完了したところであるが、駐在所（136か所）はいまだネットワークに接続していないことから、組織内での情報共有や業務システムの利用などＩＣＴの利活用による業務の効率化・高度化を十分に進めることができない。
（２）事業内容

　　　岐阜県警察の情報通信ネットワークを交番及び駐在所（以下交番等という。）へ延伸整備することにより、交番等におけるネットワークシステムを利用した情報の共有化・有効活用を通じて、交番等で行う業務の効率化を図り、より多くの時間を街頭活動に振り向けることにより、安全・安心な地域社会の実現に資する。
・平成26年度から段階的に交番・駐在所へネットワークを整備する。
・平成26年度中に全交番（84か所）へのネットワーク整備を完了した。
・平成28年度は、全駐在所（136か所）へネットワークを整備する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県内における警察署と交番等との情報通信ネットワークの整備事業であり、交番・駐在所員との迅速・的確な情報共有は県民の安全安心に資するものであり、県負担は妥当である。
（４）類似事業の有無
　　　有り【類似事業】警察統合情報通信ネットワークシステムサーバ等整備費
　　　上記事業は警察本部と警察署を情報通信ネットワークシステムで接続す
る事業であり、本事業は上記事業をさらに延伸し、警察本部と警察署及び交
番・駐在所を接続する事業である。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	5,852
	駐在所等用通信機器

	役務費
	13,098
	回線利用料

	委託料
	 23,380
	通信機器の設置・設定費

	その他
	 1,379
	警察本部用通信機器

	合計
	43,709
	


	　決定額の考え方　

駐在所へのネットワーク整備については、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

「岐阜県長期構想」
５－Ｉ－４　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる

○警察の現場執行力を強化する

「岐阜県強靭化計画」

５－２－（８）　行政機能　～自治体機能の継続

（２）他県の状況（※平成27年度末時点）
　・全交番、駐在所にネットワーク整備済み：21県（愛知、福井含む）

・全交番にネットワーク整備済み：35県（愛知、福井、富山、石川含む）
（３）関連事業
　　　駐在所設置のパソコンは老朽化が著しく新たに機器を整備する。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成26年度から段階的にネットワークを整備し、平成28年度中に全ての交番・駐在所へネットワークを整備する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	交番ネットワーク

整備箇所数
	0か所
（H25）
	　　
（H　）
	（H  ）
	84か所
（H26）
	220か所
（H28）
	38 ％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　平成26年度中に県下84か所の全交番へネットワークを整備し、平成27年1月から運用を開始している。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　県下の全ての交番と警察本部、警察署がネットワークで接続されることにより、情報の共有及び業務システムの利用が交番でも可能となり、業務の効率化・高度化が図られている。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	岐阜県警察における情報の共有及び業務システムの利用を交番等において利活用し業務の効率化・高度化を図ることで、多くの時間を地域における街頭活動に振り向けることができ、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　従来はＦＡＸなど紙ベースで行っていた警察署から交番への連絡・手配、交番から署への各種報告が、電子メール等により迅速かつ効率的に行えるようになり、期待どおりの効果が得られている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　交番の端末から電子メール・掲示板、各種業務システムを利用できるようになり、交番における業務全般の効率化に寄与している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
  交番等へのネットワークの整備に伴い、交番等で使用するパソコンの更新や交番等における情報セキュリティ対策の強化が必要となる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　交番での業務効率化の成果及び課題の検討を踏まえ、駐在所へのネットワーク整備を進める。
　交番・駐在所で使用するパソコンを計画的に更新する。



